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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第60期は希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため、第61期第３四半期連結累計(会計)期間は、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期

純損失であるため、記載しておりません。 

  

回次 
第61期

第３四半期 
連結累計期間 

第61期
第３四半期 
連結会計期間 

第60期 

会計期間 
自平成20年４月１日
自平成20年12月31日 

自平成20年10月１日
自平成20年12月31日 

自平成19年４月１日 
自平成20年３月31日 

売上高（百万円）  27,463  8,084  40,439

経常利益（△損失）（百万円）  196  △275  1,833

四半期（当期）純利益（△損失）  

（百万円） 
 △463  △632  584

純資産額（百万円） －  61,849  64,087

総資産額（百万円） －  72,948  78,198

１株当たり純資産額（円） －  2,026.81  2,101.96

１株当たり四半期（当期）純利益 

（△損失）（円） 
 △15.25  △20.79  19.22

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％） －  84.51  81.76

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
2,367      －  5,765

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
150      －  △1,289

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△868      －  △1,435

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ 15,052       13,403

従業員数（人） －  1,484  1,438
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

  

 連結子会社でありましたサンネットワーク中部株式会社は、平成20年10月にサンネットワーク株式会社が所有する

株式をすべて売却したため、連結の範囲から除外しております。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

  

  平成20年12月31日現在

従業員数（人）                   1,484 

  平成20年12月31日現在

従業員数（人）                    787 
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

  当第３四半期連結会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格によって表示しております。 

(2）商品仕入実績 

  当第３四半期連結会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(3）受注状況 

 見込み生産を行っておりますので、該当事項はありません。  

(4）販売実績 

  当第３四半期連結会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

  （単位：百万円）

品目別 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

ベッド  5,789

マットレス  673

病室用家具  886

医療用器具備品  689

その他  228

合計  8,267

  （単位：百万円）

品目別 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

病室用家具他  996

合計  996

  （単位：百万円）

品目別 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

ベッド  3,659

マットレス  515

病室用家具  755

医療用器具備品  530

その他  2,624

合計  8,084
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 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）業績の状況 

 当医療業界におきましては、深刻化する医師不足を受けて医師確保や救急・産科医療にかかる重点施策が平成21

年度政府予算案に盛り込まれるなど、これまでの医療費抑制策に一定の見直しが行われました。一方、高齢者福祉

分野におきましては、介護従事者の人材確保・処遇改善などを図るため、平成21年４月実施の介護報酬が介護保険

制度スタート後初めて引き上げられることが決まりました。 

 このような国内の事業環境の中で、施設向け販売は、下げ止まるかにみえた医療施設向けが再び前年割れに陥る

など厳しさがつづく一方、在宅向け販売は、福祉用具市場の底打ち・反転を背景にして、前期につづき堅調に推移

いたしました。またメンテナンス及び流通の国内子会社２社との連携により、当社グループとして業容の拡大に努

めております。 

 生産・開発面におきましては、期初から病院・高齢者施設用ベッドの主力製品をモデルチェンジしてまいりまし

たが、当第３四半期におきましても急性期病院用ベッド「KA-6000シリーズ」や床ずれ防止用マットレス「アクアフ

ロート」などを上市いたしました。 

 海外展開につきましては、世界同時不況の中で進んだ急激な円高で、拡大していた輸出にブレーキがかかったほ

か、収益基盤の再構築に取り組んでいるフランスの子会社（コロナ・メディカル社）に係るのれんの減損損失を計

上いたしました。 

 以上の結果、当第３四半期連結会計期間は、売上高80億84百万円、営業利益２百万円、経常損失２億75百万円、

四半期純損失６億32百万円となりました。 

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、各セグメントの売上高及び営業損益は、セグメン

ト間の内部取引を含んで記載しております。 

 国内においては、売上高75億３百万円、営業利益１億61百万円となりました。海外のアジアでは、売上高４億90

百万円、営業利益35百万円、ヨーロッパでは、売上高４億41百万円、営業損失１億17百万円となりました。 

（2）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間

末に比べ20億24百万円減少し、150億52百万円となりました。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、減少した資金は６億６百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純損失６億45百

万円、たな卸資産の増加額８億26百万円、仕入債務の減少額３億29百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、減少した資金は８億34百万円となりました。これは主に、有価証券、投資有価証券の取得によ

るものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、減少した資金は５億76百万円となりました。これは主に、配当金の支払額４億57百万円による

ものであります。 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（4）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は216百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませんが、

新製品といたしまして、主力製品のひとつ医療施設向けベッド「KA-6000シリーズ」、「KA-8700シリーズ」のモデ

ルチェンジなどを行いました。  
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  126,000,000

計  126,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  31,682,526  31,682,526
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であ

ります。  

計  31,682,526  31,682,526 － －  

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成20年10月１日～ 

平成20年12月31日  
 －  31,682,526  －  6,591  －  7,276

（５）【大株主の状況】 

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。  
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  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成20年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。  

  

 ①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,100株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が71個含まれております。

 ②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

（６）【議決権の状況】 

  平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        1,265,400 － 単元株式数100株 

完全議決権株式（その他）   （注） 普通株式    30,316,100  303,161 同上  

単元未満株式 普通株式     101,026 － 
１単元（100株） 

未満の株式 

発行済株式総数 31,682,526 － － 

総株主の議決権 －  303,161 － 

  平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

パラマウントベッド 

株式会社 

東京都江東区東砂 

２－14－５ 
 1,265,400  －  1,265,400  3.99

計 －  1,265,400  －  1,265,400  3.99

２【株価の推移】 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  1,423  1,515  1,585  1,618  1,613  1,580  1,411  1,375  1,335

最低（円）  1,222  1,350  1,398  1,501  1,427  1,335  988  1,171  1,150

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,554 11,505

受取手形及び売掛金 9,521 14,302

有価証券 4,685 6,094

商品 418 302

製品 3,744 2,260

原材料 1,296 941

仕掛品 222 165

貯蔵品 71 92

その他 2,107 1,218

貸倒引当金 △11 △56

流動資産合計 34,610 36,826

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 24,501 24,549

減価償却累計額 △14,607 △14,120

建物及び構築物（純額） 9,893 10,428

機械装置及び運搬具 7,795 7,929

減価償却累計額 △5,402 △5,304

機械装置及び運搬具（純額） 2,392 2,624

土地 8,179 8,189

建設仮勘定 81 121

その他 7,018 6,847

減価償却累計額 △5,540 △5,331

その他（純額） 1,478 1,516

有形固定資産合計 22,024 22,880

無形固定資産   

のれん 476 1,273

その他 2,148 2,354

無形固定資産合計 2,625 3,628

投資その他の資産   

投資有価証券 9,260 11,325

その他 ※2  4,512 ※2  3,627

貸倒引当金 △83 △89

投資その他の資産合計 13,688 14,863

固定資産合計 38,338 41,372

資産合計 72,948 78,198
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,923 5,653

短期借入金 909 1,061

未払法人税等 260 246

賞与引当金 387 627

その他 2,565 3,676

流動負債合計 8,045 11,265

固定負債   

長期借入金 39 66

退職給付引当金 1,625 1,377

その他 1,388 1,402

固定負債合計 3,053 2,845

負債合計 11,099 14,111

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,591 6,591

資本剰余金 7,276 7,276

利益剰余金 51,692 53,151

自己株式 △3,539 △3,537

株主資本合計 62,021 63,482

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △306 452

為替換算調整勘定 △65 2

評価・換算差額等合計 △372 454

少数株主持分 200 150

純資産合計 61,849 64,087

負債純資産合計 72,948 78,198
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 27,463

売上原価 17,423

売上総利益 10,039

販売費及び一般管理費 ※1  9,589

営業利益 450

営業外収益  

受取利息 108

受取配当金 68

その他 114

営業外収益合計 291

営業外費用  

支払利息 50

為替差損 139

投資事業組合運用損 97

匿名組合投資損失 211

その他 46

営業外費用合計 545

経常利益 196

特別利益  

投資有価証券売却益 383

関係会社株式売却益 109

固定資産売却益 0

貸倒引当金戻入額 14

特別利益合計 507

特別損失  

投資有価証券売却損 5

投資有価証券評価損 159

固定資産除売却損 32

減損損失 ※2  586

たな卸資産評価損 137

特別損失合計 921

税金等調整前四半期純損失（△） △217

法人税、住民税及び事業税 407

法人税等調整額 △218

法人税等合計 189

少数株主利益 57

四半期純損失（△） △463
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 

 至 平成20年12月31日) 

売上高 8,084

売上原価 5,053

売上総利益 3,030

販売費及び一般管理費 ※1  3,027

営業利益 2

営業外収益  

受取利息 50

受取配当金 7

その他 26

営業外収益合計 84

営業外費用  

支払利息 12

為替差損 139

投資事業組合運用損 40

匿名組合投資損失 142

その他 27

営業外費用合計 362

経常損失（△） △275

特別利益  

投資有価証券売却益 239

関係会社株式売却益 109

固定資産売却益 0

貸倒引当金戻入額 9

特別利益合計 358

特別損失  

投資有価証券評価損 126

固定資産除売却損 15

減損損失 ※2  586

特別損失合計 729

税金等調整前四半期純損失（△） △645

法人税、住民税及び事業税 △75

法人税等調整額 39

法人税等合計 △36

少数株主利益 22

四半期純損失（△） △632
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △217

減価償却費 1,722

減損損失 586

のれん償却額 228

賞与引当金の増減額（△は減少） △272

退職給付引当金の増減額（△は減少） 255

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19

受取利息及び受取配当金 △177

為替差損益（△は益） 24

投資事業組合運用損益（△は益） 97

匿名組合投資損益（△は益） 211

投資有価証券売却損益（△は益） △378

投資有価証券評価損益（△は益） 159

固定資産除売却損益（△は益） 32

たな卸資産評価損 137

売上債権の増減額（△は増加） 4,554

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,213

仕入債務の増減額（△は減少） △1,508

その他 △621

小計 2,602

利息及び配当金の受取額 173

利息の支払額 △50

法人税等の支払額 △357

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,367

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の取得による支出 △1,898

有価証券の売却による収入 4,597

有形固定資産の取得による支出 △1,609

無形固定資産の取得による支出 △87

投資有価証券の取得による支出 △1,412

投資有価証券の売却による収入 876

その他 △315

投資活動によるキャッシュ・フロー 150

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △10

長期借入れによる収入 59

自己株式の取得による支出 △1

配当金の支払額 △915

財務活動によるキャッシュ・フロー △868

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,648

現金及び現金同等物の期首残高 13,403

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  15,052
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

(1）連結の範囲の変更 

 連結子会社でありましたサンネットワ

ーク東北株式会社は、平成20年４月にサ

ンネットワーク株式会社に吸収合併され

たため、連結の範囲から除外しておりま

す。また、連結子会社でありましたサン

ネットワーク中部株式会社は、平成20年

10月にサンネットワーク株式会社が所有

する株式をすべて売却したため、連結の

範囲から除外しております。 

  (2）変更後の連結子会社の数 

８社 

２．会計処理基準に関する事

項の変更 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更 

たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として総平均法に

よる原価法によっておりましたが、第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号 平成18年７月５日）が適用された

ことに伴い、主として総平均法による原

価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算定しております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期

間の営業利益及び経常利益が１億６百万

円減少し、税金等調整前四半期純損失が

２億44百万円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

  (2）「連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」の

適用 

 第１四半期連結会計期間より、「連結

財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号 平成18年５月17日）を適用

し、連結決算上必要な修正を行っており

ます。 

 これにより、期首の利益剰余金が82百

万円減少しております。 

 なお、損益に与える影響及びセグメン

ト情報に与える影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】 

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

 棚卸資産の評価方法   当第３四半期連結会計期間末の棚卸

高の算出に関して、実地棚卸を省略し

第２四半期連結会計期間末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算

定しております。 

【追加情報】 

  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 当社の機械装置については、従来、主な耐用

年数を４～17年としておりましたが、平成20年

度の法人税法の改正を契機として資産の利用状

況を見直した結果、第１四半期連結会計期間よ

り主な耐用年数を11年に変更いたしました。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営

業利益、経常利益が36百万円減少し、税金等調

整前四半期純損失は、36百万円増加しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該

箇所に記載しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

  

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

 １．偶発債務  １．偶発債務 

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の

保証を行っております。 

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の

保証を行っております。 

従業員（住宅資金等）    212百万円 従業員（住宅資金等）    225百万円

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、

下請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義

務を負っております。 

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、

下請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義

務を負っております。 

みずほファクター㈱       1,314百万円 みずほファクター㈱ 1,394百万円

※２．特定包括信託契約 

 当社は、特定包括信託契約による拒絶権のないキ

ャピタルコール（出資要請）契約を締結しておりま

す。当該キャピタルコールの状況は次のとおりであ

ります。 

※２．特定包括信託契約 

 当社は、特定包括信託契約による拒絶権のないキ

ャピタルコール（出資要請）契約を締結しておりま

す。当該キャピタルコールの状況は次のとおりであ

ります。 

キャピタルコールの総額 
（ 10,000千ユーロ）

        1,279百万円

キャピタルコールの実行額 
（  9,552千ユーロ）

        1,222百万円

キャピタルコールの未実行額 
（    447千ユーロ）

     57百万円

キャピタルコールの総額 
（ 10,000千ユーロ）

     1,581百万円

キャピタルコールの実行額 
（  6,262千ユーロ）

   990百万円

キャピタルコールの未実行額 
（  3,737千ユーロ）

   591百万円
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（四半期連結損益計算書関係） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

   は次のとおりであります。 

  

  ※２ 当第３四半期連結累計期間において、のれんにつ

   いて減損損失を計上しております。 

    連結子会社のコロナ・メディカル社に係るものに 

   ついて、想定していた水準の利益が見込めなくなっ 

   たことから、当第３四半期連結累計期間末において 

   減損損失を認識し、５億86百万円を特別損失に計上

   しております。  

給料手当      2,235百万円

賞与引当金繰入額         596百万円

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

   は次のとおりであります。 

  

  ※２ 当第３四半期連結会計期間において、のれんにつ

   いて減損損失を計上しております。 

    連結子会社のコロナ・メディカル社に係るものに 

   ついて、想定していた水準の利益が見込めなくなっ 

   たことから、当第３四半期連結会計期間末において 

   減損損失を認識し、５億86百万円を特別損失に計上 

   しております。 

給料手当      711百万円

賞与引当金繰入額         203百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在） 

現金及び預金勘定       12,554百万円

有価証券勘定        4,685百万円

計       17,240百万円

償還期間が３ヶ月を超える

証券投資信託及び債券 
    △2,188百万円

現金及び現金同等物       15,052百万円
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（株主資本等関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式       31,682,526株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式       1,265,822株 

３．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  456  15 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金 

平成20年11月５日 

取締役会 
普通株式  456  15 平成20年９月30日 平成20年12月２日 利益剰余金 
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当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

 ベッド関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

【所在地別セグメント情報】 

   当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

   当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域は次のとおりであります。 

（1）アジア   ： インドネシア共和国、中華人民共和国 

（2）ヨーロッパ ： フランス共和国 

３．会計処理の方法の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.（1）に記載のとおり、第１四半期連

結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用し

ております。この変更に伴う影響額は全額「日本」に含まれております。 

４．追加情報 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

「追加情報」に記載のとおり、平成20年度の法人税法の改正に伴い、機械装置の耐用年数を変更しておりま

す。この変更に伴う影響額は全額「日本」に含まれております。 

  

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  7,420  214  449  8,084  －  8,084

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 82  276    (7)  351  (351)  －

  計  7,503  490  441  8,435  (351)  8,084

  営業利益(又は営業損失)  161  35    (117)  79    (76)  2

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  24,754  613  2,095  27,463    －  27,463

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 311    965  61  1,338    (1,338)  －

  計  25,065  1,578  2,157  28,801    (1,338)  27,463

  営業利益(又は営業損失)  972  183    (411)  744    (294)  450
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【海外売上高】 

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

（1）アジア    ： インドネシア共和国、中華人民共和国、マレーシア 

（2）中東     ： サウジアラビア王国、クウェート国 

（3）ヨーロッパ  ： フランス共和国、ブルガリア共和国 

（4）その他の地域 ： メキシコ合衆国、ブラジル連邦共和国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  アジア  中東 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 255 35  460  143  894

Ⅱ 連結売上高（百万円）         8,084 

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 3.2  0.4  5.7  1.8  11.1

  アジア  中東 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  805  236  2,178  215  3,435

Ⅱ 連結売上高（百万円）          27,463

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 2.9  0.9  7.9  0.8  12.5
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額等 

 （注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,026.81円 １株当たり純資産額 2,101.96円

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純

損失であるため、記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △15.25円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純

損失であるため、記載しておりません。  

１株当たり四半期純損失金額 △20.79円

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純損失            

四半期純損失（百万円）  △463  △632

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（百万円）  △463  △632

期中平均株式数（株）  30,417,337  30,416,863

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式 

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要  

 －  －

（重要な後発事象） 

       該当事項はありません。 
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２【その他】 

 平成20年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

  (イ) 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・ 456百万円 

  (ロ) １株当たりの額・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15円 

  (ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・ 平成20年12月２日  

 (注) 平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っており

    ます。  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月６日

パラマウントベッド株式会社 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 鈴木 欽哉  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 髙橋 正伸  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパラマウントベ

ッド株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パラマウントベッド株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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